
第 1号様式

平成  年度厚生労働省所管

在宅医療連携拠点事業委託費調書
(地方公共団体名

1 「地方公共団体Jの 「科目」は、歳入にあっては、款、項、日、節を、歳出にあつては、款、項、目をそれぞれ記載すること。

2 「予算現額Jは、歳入にあつては、当初予算額、補正予算額等の区分を、歳出にあつては当初予算額、補正予算額、予備費支出額、流用増減額等の区分を明らかに

して記載すること。
3 「備考」欄は、参考となるべき事項を適宜記載すること。

―
―
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〇
―
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国 地 方 公 共 団 体

備 考

歳出予算科 目

交   付

決 定 額

歳 入 歳 出

科 目 予算現額 収入済額 科 目 予算現額 うち委託費

相当額

支出済額 うち委託費

相当額

(項 ) 医療提供体制確保

対策費

衛生関係指導者

養成等委託費

(日 )

円 円 円 円 円 円



第 2号様式

番

平成

厚生労働大臣 殿

委 託 事 業 者 名

平成  年度在宅医療連携拠点事業委託費の交付 申請について

標記について、次により委託費を交付されるよう関係書類を添えて申請する。

委託費申請額    金

経費所要額調書 (別紙 1)

事業計画書 (別紙 2)

添付書類

(1)平成  年度歳入歳出予算書 (又 は見込書)抄本

(当該委託事業の支出予定額を備考欄に記入す ること。

(2)そ の他参考 となる資料

号

日年

円１

２

３

４

-31-



別紙 1

―
―
∞
Ｎ
Ｉ
Ｉ

経 費 所 要 額 調 書
(委託事業者 )

区 分

総 事 業 費

(A)

寄付金その他
の収入額

(B)

差 引 額

((A)― (B))

(C)

対象経費の

支出予定額

(D)

基 準 額

(E)

選 定 額

((D)と (E)の

いずれか少ない方

の額)

(F)

委 託 費

基  本  額

((C)と (F)の

いずれか少ない方

の額)

(G)

額

　

　

　

ｍ

議

壊

委

所

平成  年度

在宅医療連携拠点事業委託費

円 円 円 円 円 円 円 円



(2)支 出予 定額内訳

―
―
∞
∞
―
―

(委託事業者名

区 分 支 出 予 定 額 積 算 内 訳

情 報共 有 経 費・維 持 費

実 態 調 査 費

消 耗 品 費

円



別紙 2

在 宅 医 療 連 携 拠 点 事 業 計 画 書

1 施設の名称、所在地、担当者名、電話番号

2 事業内容

―
―
∞
ト
ー
ー

区 分 事 業 内 容

補助対象分

人

情報 共有経 費・維持 費

会    議    費

実 態 調 査 費

消 耗 品 費

補助対象外



第 3号様式

番

平成

厚生労働大臣 殿

委 託 事 業 者 名

平成  年度在宅医療連携拠点事業委託費の事業実績報告について

平成  年  月  日厚生労働省発医政第    号をもって交付決定

を受けた標記について、次のとおり関係書類を添えて報告する。

1

2

3

4

委託費清算額    金

経費清算額調書 (別紙 1)

事業実績報告書 (別紙 2)

添付書類

(1)平成  年度歳入歳出決算書 (又 は見込書)抄本

(当 該委託事業の決算額を備考欄に記入す ること。

(2)そ の他参考 となる資料

号

日年

円

―-35-一



別紙 1
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経 費 精 算 額 調 書
(1)支出済額等 託事業者名

区 分

総事業費

(A)

寄付金そ

の他の収

入額

(B)

差引額

((A)(B))

(C)

対象経費

の実支出

額

(D)

基準額

(E)

選定額 費

額

託

要

委

所

(H)

委託費

交付決定額

(1)

委託費

受入済額

(」)

差引過△不

足額

((J)― (H))

(K)

平成  年度

在宅医療連携拠点事業委託費

円 円 円 円 円 円 円 円 円 円



(2)支 出済額内訳

―
―
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『
―
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(委託事業者名

区 分 支 出 済 額 支 出 内 訳

情報共 有経 費・維 持 費

実 態 調 査 費

消  耗

円



別紙 2

在 宅 医 療 連 携 拠 点 事 業 実 績 報 告 書

1 施設の名称、所在地、担当者名、電話番号

―
―
∞
∞
―
―

事業内

区 分 事 業 内 容

補助対象分

人

情 報 共 有経 費 ・維 持 費

実 態 調 査 費

消   耗

補助対象外



第 4号様式

番

平成

厚生労働大臣 殿

委 託 事 業 者 名

平成  年度消費税及び地方消費税に係 る仕入控除税額報告書

平成  年  月  日厚生労働省発医政第 号によ り交付決定が

あった平成  年度在宅医療連携拠点事業委託費について、在宅医療連携拠点

事業委託費交付要綱5(8)の 規定に基づき、下記のとおり報告する。

1 補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律第 15条に基づ く額の確定

額又は事業実績報告額

2 消費税及び地方消費税の申告により確定 した消費税及び地方消費税に係 る

仕入控除税額 (要委託費返還相当額 )

注 :別添参考 となる書類 (2の金額の清算の内訳書 )

号

日年

金

金

-39-



(別紙 )

在宅医療連携拠′点事業実施要綱 (案 )

1 目的

国民が住み慣れた地域で生活することを支えるためには、医療・福祉・保

健にまたがる様々な支援を提供する必要がある。本事業は、在宅医療を提供

する機関等を連携拠点 として、地域の医師、歯科医師、看護師、薬剤師、社

会福祉士などの多職種協働による在宅医療の支援体制を構築 し、地域におけ

る包括的かつ継続的な在宅医療の提供を目指す とともに、今後の在宅医療に

関する政策立案や均てん化などに資することを目的とする。

2 事業の実施主体

都道府県、市町村、在宅療養支援診療所、在宅療養支援病院、訪問看護ス

テーション及びその他厚生労働大臣が認める者

3 事業内容

在宅医療を提供する機関等を連携拠点 として、介護支援専門員の資格を持

つ看護師等及び医療 ソーシャルワーカーを配置 し、次の事業等を行 うことで

地域における包括的かつ糸区続的な在宅医療を提供するための体制を構築する。

(1)多職種連携の課題に対する解決策の抽出

(2)在宅医療従事者の負担軽減の支援

(3)効率的な医療提供のための多職種連携

4 事業計画書の提出

事業実施者は、事業計画書を厚生労働省に提出 し、承認を受けなくてはな

らない。

5 事業報告書の作成

事業実施者は、事業終了後に事業報告書を作成 し、厚生労働省に提出 しな

ければならない。

―-40-―
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生活の視点を重視した看護提供や医療と介護をつなぐ役割など、在宅医療において

重要な役割を担う訪間看護の推進と充実を図る。
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甦葛要
~

第30条の4都道府県は、基本方針に即して、かつ、地域の実情に応じて、当該都道府県における医療提供体制の確保を図る
ための計画(以下「医療計画」という。)を定めるものとする。
2医療計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。
1～ 5(略 ).

餞l麗鼈警(桑盤娑轟憑量の範鐘整鸞宝農事喚

:自異罵夏穏サ
)医

療提供施設の開設者及び管理者は、医療計画の達成の推進に資するため、医療連携体制の構築のために必要 :

: な協力をするよう努めるものとする。

            4ipさ t攣
鼈等:こ灘急ゝ《灘藤警推震義、又は福祉サービスとの連

:::ご了聾斃整娑(総露雙ざ澤彎
:J電

竃■日2瑳メ?基準[蔓才
:                 

｀ ~‐

_～ 」 |″…………………`~…………………                           ……̂″……………………́――″……………            …ヽ…………            ………………‐……………
― ―                           __い ……………………………■1 ._ . ´ .   _  _ _

居宅等における医療の確保等の記載事項について

法第30条の4第 2項第6号の居宅等における医療の確保について定めるときは、
に即して、地域の医療提供施設の医療機能を計画的に明示すること。また、以下の目的を達成するために患者を中心とした
居宅等における医療についての地域の医療提供体制の確保状況、その連携状況及び患者急変時等の支援体制を明示する
こと。

①患者自身が疾病等により通院困難な状態になつても、最後まで居宅等で必要な医療を受けられるために、鑢壌墨ど塵饉贔
盤な量蓋壼滋駈 麹爾監檬込Й_潅職轟数炒蓋整笙菫盗難量舞 魏颯かつ ξヽ盛強ぬ施鸞咆哭楚墾狂糧んで鶴ヽ登りが、また、
感饉・靱状態等1聴應懇て欄          こど鰊ょぅ鰹紹発す熙わかなど瘍憶纏みが器か電やす赳 き鑽義と。

②適切な療養環境を確保し、虚弱な状態になつても最後まで居宅等で暮らし続けたいと希望する住民や患者が安心感をもて
るようにすること。

③医薬品の提供拠点としての調剤を実施する薬局の機能を活用するために、鷺       箋蜀擾饉饉騨:警鑢承する
こと。
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■終末期医療のあり方に関する懇談会
> 平成20年 3月 に実施された一般国民及び医療福祉従事者 (医師、看護職員、介護施設職員)

に対する終末期医療に関する調査、関係者からのヒアリングをもとに、日本人の死生観、倫理観

等を踏まえて、終末期医療の現状の問題点の抽出、終末期医療の考え方の整理及び望ましい終
末期医療のあり方について検討を行つた。

> 平成20年 10月 から計6回開催し、平成22年 12月 に「終末期医療のあり方に関する懇談会報
告書」がとりまとめられた。

■終末期医療のあり方に関する懇談会の主な意見の概要

(「 終末期医療のあり方に関する懇談会報告書」(平成22年 12月 )より作成)

> りぎング澱ウィル瘍迭詭飽!こついて∫譲慎蠍な意鸞燿ヾ豊かつたが、リビング・ウィルが患者の医師
を尊重した終末期を実現する一つの方法として、リビング・ウィルを作成する際も、意思決定に至
る過程において患者・家族に十分な情報を提供し、鐘鐵鰹薇巫轟住量鷹聾墜

瞑 。

> 医療福祉従事者から十分な情報提供や説明を行うためには、医療福祉従事者が整黛財朧鑢1通

渕宜饉盤醸隕量づ江壺hな紐道で、                運鍾醒瞳数量豊隆隆凩師晰騒し
ていくことが必要である。

> 畿鶴ケツについても、終末期医療と同様、藤機やななり饉燒 堂え登鍼量が必要であり、緩
和ケアを提供できる場所の拡大や、緩和ケアに関わる医療福祉従事者に対する三じ膠蘊櫻雹量
及が重要である。

> 患者をそばで支える以簸へ瘍ケア、遺族に対する壼ンー⑮ケツについて今後議論を深めるべき
である。




